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１．各部門における省エネルギーの強化
（１）業務・家庭部門における省エネルギーの強化
（略）
さらに、省エネルギー性能の低い既存建築物・住宅の改修・建て替えや、省エネルギー性能等も含
めた総合的な環境性能に関する評価・表示制度の充実・普及などの省エネルギー対策を促進する。ま
た、新築の建築物・住宅の高断熱化と省エネルギー機器の導入を促すとともに、より高い省エネルギ
ー性能を有する低炭素認定建築物の普及促進を図る。
政府においては、公共建築物の他、住宅やオフィスビル、病院などの建築物において、高断熱・高
気密化や高効率空調機、全熱交換器、人感センサー付ＬＥＤ照明等の省エネルギー技術の導入により
、ネット・ゼロ・エネルギーの実現を目指す取組を、これまでに全国約４，０００件支援してきてい
るところである。
今後は、このような取組等を通じて、建築物については、２０２０年までに新築公共建築物等で、
２０３０年までに新築建築物の平均でＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）を実現することを
目指す。また、住宅については、２０２０年までに標準的な新築住宅で、２０３０年までに新築住宅
の平均でＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の実現を目指す。
さらに、こうした環境整備を進めつつ、規制の必要性や程度、バランス等を十分に勘案しながら、
２０２０年までに新築住宅・建築物について段階的に省エネルギー基準の適合を義務化する。
（略）

6

⇒

7

28 4 1
（平成27年法律第53号、7月8日公布）
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≦
⇒
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12
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※

※

【具体的な設備例】
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この建築物は、建築物のエネルギー消費性能の
向上に関する法律第36条第２項の規定に基づき、
建築物エネルギー消費性能基準に適合していると
認められます。

建築物の名称
建築物の位置
認定番号
認定年月日
認定行政庁
適用基準

14

※36 7

15

 24 



16

Web

※基準に適合する場合は「適合」、適合しない場合は「－」と表示。
・この表示は非住宅建築物で25%削減した場合の例。
・

0 0

この建築物は、建築物のエネルギー消費性能の
向上に関する法律第36条第２項の規定に基づき、
建築物エネルギー消費性能基準に適合していると
認められます。

建築物の名称
建築物の位置
認定番号
認定年月日
認定行政庁
適用基準

17

•

⇒ 36
⇒ 2000m2 300m2 2000m2

BELS
※

 25 



制度運営
主体 一般社団法人 住宅性能評価・表示協会

対象建物 新築及び既存の建築物（ ）

評価対象 建築物全体の設計時の省エネルギー性能
※評価手法によっては、フロア単位等も可能

評価者
評価実施機関による第三者評価
評価実施者：一級建築士、建築設備士等で

第三者が行う 238 ※

評価指標

WEB

24 ※

18

28 4 7

19

35S

※H26
H28.1

500
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Ministry of Economy, Trade and Industry
Agency for Natural Resources and Energy
Energy Conservation and Renewable Energy Department
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■パネリストメモ（１）　西田　裕子　氏
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■パネリストメモ（２）　野原　文男　氏
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■パネリストメモ（３）　高井　啓明　氏
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グリーン建築推進フォーラム発言要旨（伊藤） 
 
【論点 1】パリ協定や日本の約束草案への所感 
１．世界の不動産投資家は COP21をどう捉えているか 
・不動産セクターの影響の大きさ 
・気温上昇を 2度以内に抑えるキーファクター 
・ESG（環境・社会・ガバナンス）に配慮した投資の重要性 
･･･経済効果（資産価値の維持向上）につながるとの視点 

 
２．日本の不動産投資に必要な視点 
・パリ協定と約束草案の持つ意味を、ビジネスチャンスの観点から捉えること 
・ESG投資の意味を理解し、行う（行わない）ことの影響を理解すること 

 
【論点 2】関連業界の取り組みと課題･･･不動産投資に関連して 
１．国内外の新たな規範 
・PRI（国連責任投資原則） 
・GRESB（グローバル不動産サステナビリティ・ベンチマーク） 
・日本版スチュワードシップ・コード 
・コーポレートガバナンス・コード 
２．不動産の環境性能を「見える化」するためのツール 
・CASBEE-不動産 
３．不動産の環境配慮に伴う付加価値の「見える化」 
・経済効果調査ワーキンググループ（スマートウェルネスオフィス研究委員会） 
４．不動産の環境配慮に伴う付加価値の実現に向けた取り組み 
・グリーンリースガイド（環境不動産普及促進検討委員会） 
・不動産鑑定評価（留意事項の改正、建物評価精緻化ツールの検討） 
５．課題 
・「イニシャルコストの掛増し」≧「付加価値」との認識 
・折角の「良い行い」が正しく開示されていない 
 

【論点 3】ゼロ炭素社会に向けた提言 
１．透明性の高い環境性能評価ツールの活用 
２．補助金制度の維持拡充 
・（例）サステナブル建築物等先導事業（省 CO2先導型・木造先導型） 
⇒普及・波及性のある総合的支援制度がドライバーの役割を果たす 
３．「付加価値」の認識 

 66 

■パネリストメモ（４）　伊藤　雅人　氏
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■パネリストメモ（５）　小山　貴史　氏
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日本の約束草案 
 

 

国連に提出する日本の約束草案は、別添とする。 

 

 

 

 

 

 

平成２７年７月１７日 

地球温暖化対策推進本部決定 

  

別添資料１ 

参考1 1



  

  

参考1 2



  

（別添） 

日本の約束草案の提出について 
 

気候変動問題は地球規模の課題であり、その解決のためには全ての主要国の参加する公平

かつ実効性のある新たな国際枠組の構築が不可欠である。我が国は、各国と協調し、気候変動

枠組条約第 21 回締約国会議において、このような国際枠組の構築に貢献していく。 

その下で我が国は、全ての主要排出国と共に、国内での排出削減に取り組み、あわせて我が

国の優れた技術や途上国支援を通じ世界全体での温室効果ガス排出削減に貢献する。 

 

我が国は、東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故によりエネルギーを巡る

環境の大きな変化に直面したことから、エネルギー戦略を白紙から見直し再構築するための出発

点として、昨年、新たなエネルギー基本計画を決定した。 

 

2020 年以降の温室効果ガス削減に向けた我が国の約束草案は、エネルギーミックスと整合的

なものとなるよう、技術的制約、コスト面の課題などを十分に考慮した裏付けのある対策・施策や

技術の積み上げによる実現可能な削減目標として、国内の排出削減・吸収量の確保により、2030

年度に 2013 年度比▲26.0%（2005 年度比▲25.4%）の水準（約 10 億 4,200 万 t-CO2）にすることと

する。 

 

公平性・野心度 

○我が国において、GDP当たりの温室効果ガス排出量は0.29kg/米ドル（2013年）、人口一人当た

りの排出量は 11t/人（2013 年）であり、我が国全体のエネルギー効率（一次エネルギー供給／

GDP）も 95 石油換算 t/百万米ドル（2013 年）と、いずれも既に先進国で最高水準にある。 

○一般に、我が国が温室効果ガスの排出を削減するための限界費用は、これまでの取組等によ

り高いレベルにあると分析されているが、我が国は自らの排出削減に向けた取組をさらに進め

る結果、上記の指標についても 2030 年時点では２割から４割程度の改善が見込まれる。 

○我が国の約束草案は、主要セクターの具体的な対策・施策の積み上げに基づいて作成し、その

内訳を明らかにした、透明性、具体性の高いものである。このように各国がセクター毎の情報を

提出し共有することは、透明性の向上、公平性の確保、及び実効性あるレビューにも資する。こ

れにより、セクター毎の取組が促され、世界全体での公平で効率的な排出削減につながる。 

○たとえば我が国の産業部門について、鉄鋼（転炉鋼生産）、セメント（クリンカ生産）におけるエネ

ルギー効率は、いずれも世界トップ水準にあるが、さらに、低炭素社会実行計画の推進・強化を

はじめ、別途示した具体的対策・施策により、一層の改善を図っていく。 

 

条約２条の目的達成に向けた貢献 

○気候変動枠組条約の究極目的の実現に向けて、世界の気温上昇を２℃以下に抑えるためには、

世界全体で長期的な削減に向けた対策を行うことが不可欠である。我が国の約束草案は、

IPCC 第５次評価報告書で示された、２℃目標達成のための 2050 年までの長期的な温室効果

ガス排出削減に向けた排出経路や、我が国が掲げる「2050 年世界半減、先進国全体 80％減」

との目標に整合的なものである。我が国は、約束草案に掲げた自らの温室効果ガスの排出削

減に向けた取組と、将来にわたって講じる、低炭素技術の開発・普及や社会経済構造の低炭

素化などの取組により、長期的な削減に積極的に貢献していく。 
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日本の約束草案 

 
2020年以降の温室効果ガス削減に向けた我が国の約束草案は、エネルギーミックスと

整合的なものとなるよう、技術的制約、コスト面の課題などを十分に考慮した裏付けのある

対策・施策や技術の積み上げによる実現可能な削減目標として、国内の排出削減・吸収

量の確保により、2030年度に2013年度比▲26.0%（2005年度比▲25.4%）の水準（約10億

4,200万t-ＣＯ２）にすることとする。 

 

明確性・透明性・理解促進のための情報 
 

 

基準年 

・2013 年度比を中心に説明を行うが、2013 年度と 2005 年度の両方を登録する。 

 

目標年度：2030 年度 

実施期間：2021 年４月１日～2031 年３月 31 日 

 

対象範囲、対象ガス、カバー率 

・対象範囲：全ての分野（エネルギー（燃料の燃焼（エネルギー産業、製造業及び建設業、運

輸、業務、家庭、農林水産業、その他）、燃料からの漏出、二酸化炭素の輸送及

び貯留）、工業プロセス及び製品の利用、農業、土地利用、土地利用変化及び林

業（ＬＵＬＵＣＦ）並びに廃棄物） 

・対象ガス：ＣＯ２、ＣＨ４、Ｎ２Ｏ、ＨＦＣｓ、ＰＦＣｓ、ＳＦ６及びＮＦ３ 

・カバー率：100％ 

 

計画プロセス 

・約束草案については、気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ）の決定、各国の動向や将来

枠組みに係る議論の状況、エネルギー政策やエネルギーミックスに係る国内の検討状況等

を踏まえて検討を深めた。 

・約束草案については、中央環境審議会地球環境部会 2020 年以降の地球温暖化対策検討

小委員会・産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会約束草案検討ワーキ

ンググループ合同会合において、国民に公開する形で検討を行った。 

・エネルギー政策やエネルギーミックスについては、総合資源エネルギー調査会において、

国民に公開する形で検討を行った。 

・温室効果ガス排出削減・吸収のための主要な対策・施策として、現時点で、参考に示した取

組を実施することを想定している。 

・上記を経て、政府の原案をとりまとめ、パブリックコメントを行った上で、地球温暖化対策推

進本部で決定した。 

今後、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地球温暖化対策計画を策定する予

定。 

 

前提条件、方法論 

算定方法については、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）が策定し、COP により採択
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された温室効果ガス排出・吸収量算定のためのガイドラインに従う。 

温室効果ガス総排出量（二酸化炭素等量）を求める際の係数は、ＩＰＣＣ第４次評価報告書

に示された地球温暖化係数（100 年値）を使用する。 

森林等の吸収源活動による吸収量は、引き続き京都議定書と同様の計上方法により算定

する。 

二国間オフセット・クレジット制度（ＪＣＭ）については、温室効果ガス削減目標積み上げの基

礎としていないが、日本として獲得した排出削減・吸収量を我が国の削減として適切にカウ

ントする。 

・なお、算定方法は、今後の算定ルールに関する国際交渉により変更の可能性がある。 
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参考 

１．対象ガス及び排出・吸収量 
 

１．温室効果ガス排出量の削減 

 

（１）エネルギー起源二酸化炭素 

我が国の温室効果ガス排出量の９割を占めるエネルギー起源二酸化炭素の排出量に

ついては、2013年度比▲25.0%（2005年度比▲24.0％）の水準（約９億2,700万t-ＣＯ２）であ

り、各部門における2030年度の排出量の目安は、表１のとおりである。 

 

表１ エネルギー起源二酸化炭素の各部門の排出量の目安 

 2030年度の各部門の 

排出量の目安 
2013年度 （2005年度） 

エネルギー起源ＣＯ２ 927 1,235 （1,219） 

 産業部門 401 429 （457） 

 業務その他部門 168 279 （239） 

 家庭部門 122 201 （180） 

 運輸部門 163 225 （240） 

 エネルギー転換部門 73 101 （104） 

［単位：百万t-ＣＯ２］  
 
（２）非エネルギー起源二酸化炭素 

非エネルギー起源二酸化炭素については、2013年度比▲6.7%（2005年度比▲17.0％）の

水準（約7,080万t-ＣＯ２）にすることを目標とする。 

 

（３）メタン 

メタンについては、2013年度比▲12.3%（2005年度比▲18.8％）の水準（約3,160万t-ＣＯ２）

にすることを目標とする。 

 

（４）一酸化二窒素 

一酸化二窒素については、2013年度比▲6.1%（2005年度比▲17.4％）の水準（約2,110

万t-ＣＯ２）にすることを目標とする。 

 
表２ 非エネルギー起源二酸化炭素・メタン・一酸化二窒素の排出量の目標 

 2030年度の排出量の目標 2013年度 （2005年度） 

非エネルギー起源ＣＯ２ 70.8 75.9 （85.4） 

メタン（ＣＨ４） 31.6 36.0 （39.0） 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 21.1 22.5 （25.5） 

［単位：百万t-ＣＯ２］  
 

（５）ＨＦＣ等４ガス 

ＨＦＣ等４ガス（ＨＦＣs、ＰＦＣs、ＳＦ６、ＮＦ３）については、2013年比▲25.1%（2005年比

＋4.5％）の水準（約2,890万t-ＣＯ２）にすることを目標とする。 
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表３ ＨＦＣ等４ガス及びガス別の排出量の目標 

 2030年の排出量の目標 2013年 （2005年） 

ＨＦＣ等４ガス 28.9 38.6 （27.7） 

 

ＨＦＣs 21.6 31.8 （12.7） 

ＰＦＣs 4.2 3.3 （8.6） 

ＳＦ６ 2.7 2.2 （5.1） 

ＮＦ３ 0.5 1.4 （1.2） 

［単位：百万t-ＣＯ２］  
 

２．温室効果ガス吸収源 

 

吸収源活動により約3,700万t-ＣＯ２（2013年度総排出量の▲2.6%相当（2005年度総排出

量の▲2.6％相当））（森林吸収源対策により約2,780万t-ＣＯ２（2013年度総排出量の▲2.0%

相当（2005年度総排出量の▲2.0％相当））、農地土壌炭素吸収源対策及び都市緑化等の

推進により約910万t-ＣＯ２（2013年度総排出量の▲0.6%相当（2005年度総排出量の▲0.

7％相当）））の吸収量の確保を目標とする。 

 

３．ＪＣＭ及びその他の国際貢献 

 

途上国への温室効果ガス削減技術、製品、システム、サービス、インフラ等の普及や対

策実施を通じ、実現した温室効果ガス排出削減・吸収への我が国の貢献を定量的に評価

するとともに、我が国の削減目標の達成に活用するため、ＪＣＭを構築・実施していく。これ

により、民間ベースの事業による貢献分とは別に、毎年度の予算の範囲内で行う日本政府

の事業により2030年度までの累積で5,000万から１億t-ＣＯ２の国際的な排出削減・吸収量

が見込まれる。また、国際貢献として、ＪＣＭのほか、産業界による取組を通じた優れた技

術の普及等により2030年度に全世界で少なくとも10億t-ＣＯ２の排出削減ポテンシャルが見

込まれる。 

併せて、途上国の排出削減に関する技術開発の推進及び普及、人材育成等の国際貢

献についても、積極的に取り組む。 
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２．温室効果ガス削減目標積み上げに用いたエネルギーミックス 

 
 2030 年度 

●最終エネルギー消費量 326 百万 kl 

 （省エネルギー対策量） 50 百万 kl 

 

●総発電電力量 10,650 億 kWh 程度 

  再生可能エネルギー    22%～24%程度 

  原子力    22%～20%程度 

  石炭       26%程度 

  LNG       27%程度 

  石油        3%程度 

   （再生可能エネルギーの内訳）  

     太陽光       7.0%程度 

     風力       1.7%程度 

     地熱   1.0%～1.1%程度 

     水力   8.8%～9.2%程度 

     バイオマス   3.7%～4.6%程度 
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門
に

お
け

る
徹

底
的

な
ｴ
ﾈ
ﾙ

ｷ
ﾞ
ｰ
管
理
の
実
施
 

・
照
明
の
効
率
的

な
利

用
 

・
国
民
運
動
の
推

進
（

ｸ
ｰ
ﾙ
ﾋ
ﾞ
ｽ
ﾞ
・

ｳ
ｫ
ｰ
ﾑ
ﾋ
ﾞ
ｽ
ﾞ
の

実
施

徹
底

の
促

進
、

自
治

体
庁
舎
改
修
）
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・
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
の
面
的
利

用
の

拡
大

 

下
水
道
に
お
け
る

省
ｴ
ﾈ
・

創
ｴ
ﾈ
対

策
の

推
進

 

水
道
事
業
に
お
け

る
省

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
・

再
生

可
能

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
対

策
の

推
進

等
 

・
地
方
公
共
団
体
実

行
計

画
（

事
務

事
業

編
）

に
基

づ
く

取
組

の
推

進
 

・
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ
ﾁ
ｯ
ｸ
製
容
器

包
装

の
分

別
収

集
・

ﾘ
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
の

推
進

 

・
ﾋ
ｰ
ﾄ
ｱ
ｲ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
対
策
に

よ
る

熱
環

境
改

善
を

通
じ

た
都

市
の

低
炭

素
化

 

・
温
暖
化
対
策
ﾛ
ｰ
ﾄ
ﾞ
ﾏ
ｯ
ﾌ
ﾟ
等

に
よ

る
各

省
連

携
施

策
の

計
画

的
な

推
進

 

家
庭

部
門

 
1
2
2
 

2
0
1
 

（
1
8
0
）
 

・
新
築
住
宅
に
お

け
る

省
ｴ
ﾈ
基

準
適

合
の

推
進

 

・
既
築
住
宅
の
断

熱
改

修
の

推
進

 

・
高
効
率
給
湯
器

の
導

入
（

C
O
2
冷

媒
H
P
給

湯
器

、
潜

熱
回

収
型

給
湯

器
、

燃
料
電
池
、
太
陽

熱
温

水
器

）
 

・
高
効
率
照
明
の
導

入
 

・
ﾄ
ｯ
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ﾝ
ﾅ
ｰ
制
度
等

に
よ

る
機

器
の

省
ｴ
ﾈ
性

能
向

上
 

・
H
E
M
S
・
ｽ
ﾏ
ｰ
ﾄ
ﾒ
ｰ
ﾀ
ｰ
を

利
用

し
た

家
庭

部
門

に
お

け
る

徹
底

的
な

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ

管
理
の
実
施
 

・
国
民
運
動
の
推
進

（
ｸ
ｰ
ﾙ
ﾋ
ﾞ
ｽ
ﾞ
・

ｳ
ｫ
ｰ
ﾑ
ﾋ
ﾞ
ｽ
ﾞ
の

実
施

徹
底

の
促

進
、

機
器

の
買
換
え
促
進
、

家
庭

ｴ
ｺ
診

断
）

 

・
浄
化
槽
の
省
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
化

 

・
温
暖
化
対
策
ﾛ
ｰ
ﾄ
ﾞ
ﾏ
ｯ
ﾌ
ﾟ
等

に
よ

る
各

省
連

携
施

策
の

計
画

的
な

推
進

 

運
輸

部
門

 
1
6
3
 

2
2
5
 

（
2
4
0
）
 

・
燃
費
改
善
 

・
次
世
代
自
動
車

の
普

及
 

・
そ
の
他
運
輸
部

門
対

策
（

交
通

流
対

策
の

推
進

、
公

共
交

通
機

関
の

利
用

促
進
、
鉄
道
貨

物
輸

送
へ

の
ﾓ
ｰ
ﾀ
ﾞ
ﾙ
ｼ
ﾌ
ﾄ
、

海
運

ｸ
ﾞ
ﾘ
ｰ
ﾝ
化

総
合

対
策

、
港

湾
の
最
適
な
選

択
に

よ
る

貨
物

の
陸

上
輸

送
距

離
の

削
減

、
港

湾
に

お
け

る
総
合
的
な
低

炭
素

化
、
ﾄ
ﾗ
ｯ
ｸ
輸

送
の

効
率

化
、
鉄

道
の

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
消

費
効

率
の
向
上
、
航
空

の
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
消

費
効

率
の

向
上

、
省

ｴ
ﾈ
に

資
す

る
船

舶
の

普
及
促
進
、
環
境
に

配
慮

し
た

自
動

車
使

用
等

の
促

進
に

よ
る

自
動

車
運

送
事
業
等
の
ｸ
ﾞ
ﾘ
ｰ
ﾝ
化

、
共

同
輸

配
送

の
推

進
、

高
度

道
路

交
通

ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ

（
I
T
S
）
の
推
進
（

信
号

機
の

集
中

制
御

化
等

）
、

交
通

安
全

施
設

の
整

備
（
信
号
機
の
高

度
化

、
信

号
灯

器
の

L
E
D
化

の
推

進
）
、
自

動
運

転
の
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推
進
、
ｴ
ｺ
ﾄ
ﾞ
ﾗ
ｲ
ﾌ
ﾞ
の

推
進

、
ｶ
ｰ
ｼ
ｪ
ｱ
ﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ
）

 

・
地
球
温
暖
化
対
策

に
関

す
る

構
造

改
革

特
区

制
度

の
活

用
 

・
温
暖
化
対
策
ﾛ
ｰ
ﾄ
ﾞ
ﾏ
ｯ
ﾌ
ﾟ
等

に
よ

る
各

省
連

携
施

策
の

計
画

的
な

推
進

 

エ
ネ

ル
ギ

ー
転

換

部
門

 

7
3
 

1
0
1
 

（
1
0
4
）
 

再
生
可
能
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
の

最
大

限
の

導
入

促
進

 

安
全
性
の
確
認
さ

れ
た

原
子

力
発

電
の

活
用

 

火
力
発
電
の
高
効

率
化

（
U
S
C
、

A
-
U
S
C
、

I
G
C
C
等

）
 

分
野

横
断

的
施

策
 

―
 

―
 

（
―

）
 

・
Ｊ
－
ｸ
ﾚ
ｼ
ﾞ
ｯ
ﾄ
制
度

の
推

進
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2
0
3
0

年
度

の
 

排
出

量
の

目
標

 

（
百

万
t-

 C
O

２
）
 

2
0
1
3

年
度

 
（
2
0
0
5

年
度

）
 

（
百

万
t-

 C
O

２
）
 

対
策

・
施

策
 

非
エ

ネ
ル

ギ
ー

起
源

Ｃ
Ｏ

２
 

7
0
.8

 
7
5
.9

 
（
8
5
.4

）
 

・
混
合
ｾ
ﾒ
ﾝ
ﾄ
の
利

用
拡

大
 

・
一
般
廃
棄
物
焼

却
量

の
削

減
 

Ｃ
Ｈ

４
 

3
1
.6

 
3
6
.0

 
（
3
9
.0

）
 

・
農
地
土
壌
に
関

連
す

る
温

室
効

果
ｶ
ﾞｽ
排

出
削

減
対

策
（

水
田

ﾒ
ﾀ
ﾝ
排

出

削
減
）
 

・
一
般
廃
棄
物
の
最

終
処

分
量

の
削

減
 

・
一
般
廃
棄
物
最
終

処
分

場
に

お
け

る
準

好
気

性
埋

立
構

造
の

採
用

 

Ｎ
２
Ｏ

 
2
1
.1

 
2
2
.5

 
（
2
5
.5

）
 

・
農
地
土
壌
に
関

連
す

る
温

室
効

果
ｶ
ﾞｽ
排

出
削

減
対

策
 

（
施
肥
に
伴
う
一

酸
化

二
窒

素
削

減
）

 

・
下
水
汚
泥
焼
却
施

設
に

お
け

る
燃

焼
の

高
度

化
等

 

Ｈ
Ｆ

Ｃ
等

４
ガ

ス
 

2
8
.9

 
3
8
.6

 
（
2
7
.7

）
 

・
Ｈ

Ｆ
Ｃ

等
４

ｶ
ﾞｽ

の
総

合
的

排
出

抑
制

対
策

（
ﾌ
ﾛ
ﾝ
排

出
抑

制
法

や
産

業
界

の

自
主

行
動

計
画

に
よ

る
排

出
抑

制
等

）
 

 

 
Ｈ

Ｆ
Ｃ

ｓ
 

2
1
.6

 
3
1
.8

 
（
1
2
.7

）
 

 
Ｐ

Ｆ
Ｃ

ｓ
 

4
.2

 
3
.3

 
（
8
.6

）
 

 
Ｓ

Ｆ
６
 

2
.7

 
2
.2

 
（
5
.1

）
 

 
Ｎ

Ｆ
３
 

0
.5

 
1
.4

 
（
1
.2

）
 

  
2
0
3
0

年
度

の
 

吸
収

量
の

目
標

 

（
百

万
t-

 C
O

２
）
 

2
0
1
3

年
度

 
（
2
0
0
5

年
度

）
 

（
百

万
t-

 C
O

２
）
 

対
策

・
施

策
 

温
室

効
果

ガ
ス

吸
収

源
対

策
・
施

策
 

3
7
.0

 
―

 
（
―

）
 

・
森

林
・
林

業
対

策
の

推
進

に
よ

る
温

室
効

果
ｶ
ﾞｽ

吸
収

源
対

策
の

推
進

 

・
農

地
に

お
け

る
炭

素
貯

留
量

の
増

加
に

つ
な

が
る

土
壌

管
理

の
推

進
 

・
都

市
緑

化
等

の
推

進
 

 
森

林
吸

収
源

対
策

 
2
7
.8

 
―

 
（
―

）
 

 
農

地
土

壌
炭

素
吸

収
源

対
策

 

7
.9

 
―

 
（
―

）
 

 
都

市
緑

化
等

の
推

進
 

1
.2

 
―

 
（
―

）
 

 

参考1 13





( ) 

 

 
 

COP21  
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.
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